学生等の知的財産権の帰属及び秘密保持の取扱いに関する調査研究について : 平成19年度 文部科学省大学知的財産本部整備事業｢21世紀型産学官連携手法の構築に係るモデルプログラム」成果報告書 by 東北大学産学官連携推進本部
学生等の知的財産権の帰属及び秘密保持の取扱いに
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２． 想定される問題 
 












































































































































































































































































































































































２．第３期科学技術基本計画 http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/kihon/06032816/001/001.pdf  
３．産学連携と科学の堕落 シェルドン・クリムスキー 宮田由起夫訳 海鳴社 
４．科学技術白書 http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/06/05060903.htm 




http://web.mit.edu/tlo/www/downloads/pdf/guide.pdf    マサチューセッツ工科大学 
http://otl.stanford.edu/inventors/policies.html       スタンフォード大学
http://www.tamus.edu/offices/policy/policies/pdf/17-01.pdf テキサス A&M 大学 
http://www.utoronto.ca/govcncl/pap/policies/invent.pdf  トロント大学 
http://www.admin.ox.ac.uk/statutes/790-121.shtml#_Toc28143157 オックスフォード大学 
 








































 (ii)発明者への報奨   
大学が雇用する発明者への報奨は、大学が、特許を受ける権利を承継した対価として支
払う。この大学が雇用する発明者への報奨は、「発明等に関する規程」および、特許法第３










































  (iii)学生等が参加する場合の共同研究への学生等の参加契約書と誓約書 
共同研究開始前の指導教員の説明に学生等が同意した時は、大学指定の共同研究への学
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生等の参加契約書または大学指定の誓約書に学生等は署名する。 






































③ e) g)に基づく「h)大学と企業の共同研究契約書」について 
  (i)研究担当者、研究協力者 
学生等が、共同研究に参加する時は、共同研究契約書に研究担当者、または、研究協力
者として、氏名等を記載する。なお、研究担当者、研究協力者の資格等は、大学が適宜定
 - 14 - 
める。 





   (*8)：大学と企業の標準共同研究契約書がない場合は、共同研究が提案される度に、毎回、白
紙の状態から契約交渉が開始されることになる。 




























































４．澤昭裕 (２００７)、「タテ型・ヨコ型組織(その１)」、FROM MANAGEMENT 経営戦略室だより、2007 
RCAST(東大先端研) NEWS No.61 
５．文部科学省 (２００７)、「国際産学官連携フォーラム」、６月２９日、学術総合センター 一ツ橋
記念講堂 
６．経済産業省 産業技術環境局 大学連携推進課 (２００５)、「技術移転を巡る現状を今後の取
り組みについて」 
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相手に許可をとる」大学は 8 校、「共同研究によって新たに生まれた成果のみ」とした大学は 4 校「内
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□ 規程類の整備   □ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  











































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  















































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  




青葉大学と A株式会社との共同研究により，学生 Xが発明 Pを発明した。青葉大学と A
株式会社との間の共同研究契約では，研究成果は青葉大学に帰属することとなっていた








































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  




青葉大学と B株式会社との共同研究により，学生 Yが発明 Qを発明した。青葉大学と B
株式会社との間の共同研究契約では，研究成果は青葉大学に帰属することとなっていた。





































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  























































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  












特許になっているとして院生 Yに説明したが、院生 Yは納得しなかった。 
□留学生関係： 















































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  



































































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  



























































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  


















































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  










































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  




青葉大学 X 研究室では A 教授が Z 会社と自然エネルギーの利用実用化に関する共同研
究を実施している。また A 教授は、青葉大学 Y 研究室の C 大学院生の修士論文テーマで
ある自然エネルギーの解析に関するシミュレーションソフト作成について、たびたび助
言を行なっていた。 
































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  
























































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  
□ 学生の発明取扱い □ 留学生に係る問題 
事 
例 







 □留学生関係：  












































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  




 大学院博士課程の学生 A の博士論文の内容に特許性があることがわかり、指導教員 B
教授を共同発明者として大学から特許出願することとなった。 























































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  



























































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  




















































































□ 規程類の整備   ■ 研究プロジェクトへの参加 （雇用の有無）  













































































































































































































様式例① 【秘密管理規程】 （東京大学の例） 




様式例② 【誓約書】 （学生が共同研究に参加する際に提出する誓約書） 
 
様式例③ 【共同研究契約書 部分抜粋】  
（（学生等の）研究協力者の権利・義務に関する条項と別紙） 
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様式例②【誓約書】 





































 （研究科長※１）  殿 
 
 
           
研究代表者(指導教員)：         学生（※２）：     
所 属                所 属 
 
氏 名（自筆）            氏 名（自筆） 
印                      印 
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別表第 1（共同研究に従事し、守秘義務を負う者） 
区分 氏 名 所属部局・職名 本共同研究における役割
甲    





氏 名 所属部局・職名 本共同研究における役割 

































        
以上 
 




                   平成 年 月 日        
 
（発明者サイン）                      
 












     発明整理番号： 





氏名    、   持分       ％、   




































平成  年  月  日 
 
（甲） 
住所  ：  
大学名：   
氏名  ：                 ○印 
 
   
（乙） 
住   所： 
大 学 名：   





住   所： 
大 学 名：   






























第三十三条  特許を受ける権利は、移転することができる。  
２  特許を受ける権利は、質権の目的とすることができない。  






























     著作物整理番号： 






氏名        、      持分     ％、   









   一 （著作者個人への対価の支払いについて記載する。） 













 ２ 乙は、甲に対し、甲の要請を受けたときは直ちに技術的な知見を教授し、本著作   














平成  年  月  日 
 
（甲） 
住所  ：  
大学名：   
氏名  ：                ○印 
  
（乙） 
住所  ： 
氏名  ：                ○印 
 
（乙） 
住所  ： 
氏名  ：                ○印 
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資料 
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高 橋 富 男   東北大学産学官連携推進本部 副本部長 
 
【幹事】 
高 橋 敏 則   東北大学産学官連携推進本部 知財管理室長 
 
【委員】（５０音順） 
井 桁 貞 一   電気通信大学知的財産本部客員教授 弁理士  
重 信 和 男   東北大学客員教授 弁理士、重信国際特許事務所所長 
重 森 一 輝   東京大学産学連携本部 知的財産部 知的財産統括主幹 弁理士 
霜 山 忠 男   東北大学産学官連携推進本部研究推進部長 
高 橋 真木子   東北大学特定領域研究推進支援センター 特任准教授 
丁 子  裕    東京農工大学産官学連携・知的財産センター 知的財産部マネージャー 
対 馬 正 秋   岩手大学地域連携推進センター知的財産移転部門技術移転マネージャー 
長谷川 史 彦   東北大学未来科学技術共同研究センター教授 
平 塚 政 宏   東北大学法学研究科教授 
平 林 久 明   (株)日立製作所 研究開発本部 研究戦略統括センタ 
研究アライアンス室 主任技師 
吉 田 和 彦   東北大学客員教授 弁護士、弁理士、ニューヨーク州弁護士 
 
【調査員】（５０音順） 
井 元 尚 充   事業化推進部地域連携室産学官連携コーディネーター 
猪 股 俊 行   事業化推進部地域連携室産学官連携コーディネーター 
熊 谷  望    研究推進部連携企画室産学官連携コーディネーター 
芝 山 多香子   事業化推進部事業化支援室産学官連携コーディネーター 
東 城 恵里子   研究推進部連携企画室産学官連携コーディネーター 
 
【事務局】 
石 田 秀 明   産学連携課長 
山 崎 育 典   産学連携課研究契約係長 










日 時：平成１９年６月２２日 １４時～１７時 









日 時：平成１９年１０月１９日 １４時４５分～１７時１５分 








発表者：   高橋 敏則 東北大学産学官連携推進本部知的財産部 知財管理室長 
日 時：平成１９年１２月１０日 １４時４５分～１５時１０分  
場 所：ホテルメトロポリタン NEW WING 盛岡（４Ｆメトロポリタンホール南の間） 
 
【第３回 研究会】 
日 時：平成２０年２月８日 １４時４５分～１７時  





テーマ    「学生の発明帰属と秘密保持」 （内容は資料５参照） 
パネリスト  平林 久明 (株)日立製作所 研究開発本部研究戦略統括センタ 
研究アライアンス室 主任技師 
       吉田 和彦 中村合同特許法律事務所 弁護士・弁理士ニューヨーク州弁護士  
       重森 一輝 東京大学産学連携本部 知的財産部知的財産統括主幹  
コメンテータ 吉田 秀保 文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課技術移転推進室長補佐 
       三木 俊克 山口大学副学長/山口ＴＬＯ取締役  
モデレータ   高橋 富男 東北大学産学官連携推進本部副本部長 
日 時：平成２０年２月２１日 １６時～１７時３０分  
場 所：仙台ホテル「青葉の間」 





各大学 ご担当者 様 
 
国立大学法人東北大学 

































〒980-8579   仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6-10 
TEL 022-795-3228  FAX 022-795-4145 
E-mail  inomata@rpip.tohoku.ac.jp 
担当：猪股 





? このアンケートには「第 1 部 学生等の知的財産権の帰属及び秘密保持の取扱いに関する

















































2. ご所属   
3. ご役職  
4. ご記入者名   
5. TEL・FAX TEL   －  －    FAX   －   － 
6. E-mail  
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§１．規程類の整備 
Q１  貴大学に研究情報に関する秘密管理規程はありますか？ 
１． ある →ある場合は、公表可能な規程を同封願います。大学の HP 
に掲載の場合、その URL 記載でも結構です。 
     （URL：                          ） 









Q２  学内に、研究に関与しない部外者の立ち入りが制限されている（あるい 
は入退室が記録管理されている）研究施設又は研究区域がありますか？ 
    １． ある 
    ２． ない 
    ３． 検討中 
 
Q３  貴大学に学生の研究情報に関する秘密保持についての何らかの取り決めはありますか？ 
    １． ある →ある場合は、公表可能な取り決め文書をご同封願います。大学の HP に掲
載の場合、その URL 記載でも結構です。 
      （URL：                           ） 
   ２． ない →大学で指定した取り決めがない場合、どのように対応していますか。 
（具体的に） 
   ３． 準備検討中 
Q４  貴大学に職務発明規程はありますか？  
     １． ある →ある場合は、公表可能な規程をご同封願います。大学の HP に掲載の場合、
その URL 記載でも結構です。 
 （URL：                         ） 
２． ない     
３． 準備検討中 
§２．研究プロジェクトへの参加 
Q５       貴大学では原則として学生が共同研究等のプロジェクトに参加する事を認めています
か？ 
１． 認めている   
２． 認めていない  
（理由） 
 











Q７         共同研究等のプロジェクトに参加させている学生の範囲についてお答えください。 
１． 学部学生以上   
２． 修士（研究生含む）以上   
３． 博士に限定   




Q８        学生が共同研究等のプロジェクトに参加する場合、契約により、「研究成果 
を自由に公表出来ない」、「特許の権利者（出願人）となれない」等の制約が生じる場合があ
るかと思います。その事を学生に説明していますか？ 
 １． 指導教員から説明する事になっている  
 ２． 部局から説明する事になっている 
 ３． 知財部門が説明している 
 ４． 指導教員に一任しているが実態はわからない 
 ５． その他 
（具体的に） 
 
Q９  学生を共同研究等のプロジェクトに参加させている場合、貴学と雇用関係を 
結んでいますか？ 
１． 雇用関係あり    





     
Q１０  学生を共同研究等のプロジェクトに参加させている場合、守秘契約/宣誓書取り交わしを行
っていますか？ 
１． 契約/宣誓書取り交わしを行っていない   
２． 参加する前に意志確認をし、行っている 







Q１１  Q10 で２．３．４．と回答した場合、貴学で指定した守秘契約／宣誓書様式はありますか？ 
     １． ある →ある場合は、公表可能な場合は様式をご同封願います。大学の HP に掲
載の場合、その URL 記載でも結構です。 
     （URL：                        ） 
 - 88 - 



























































































１． 常勤の正規職員の発明まで   
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１． 全て自由発明として大学は承継しない  
２． 評価により大学帰属とする場合がある 





１． 教員（職務発明）と同等の譲渡契約   







１． ほぼ発明者間で均等   
２． 教員の発明者より若干小さめ   
３． １０％以下 
 
Q２５    学生への発明補償について伺います。 
１． 教員等と全く同等   
２． 教員等と条件に若干違いがある  
（具体的に） 
 




































２． 学生も参加可能な知財説明会を開催し、その中で発明者の権利を説明している。   












１． ある   

















     ２． ない 
 
Q３２     特許出願手続き、中間処理手続き等において、帰国した留学生のサイン/押印が得られな







Q３３     発明者である留学生が帰国して数年たった後に知財収入が発生した場合、発 
明補償は可能ですか？ 
 １． 対策を立てている 







Q３４   帰国した留学生から共同研究の成果（知的財産含む）を第三者に対して開示された（開示
されたと推測される）ケースがありましたか？ 
   
    １．ある（問題なし） 
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資料４．執筆担当者 （各章執筆者は執筆順に記載） 
 
はじめに  高橋富男 
第１章   






第２章   芝山多香子、東城恵里子、猪股俊行、熊谷望 
第３章   事例提示  
井桁貞一、平塚政宏、丁子裕、重信和男、長谷川史彦、平林久明、 
      芝山多香子、熊谷望、高橋敏則 
第４章   
１．   高橋敏則 
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